
相模原市監査委員公表第１２号 

 

 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第１２項の規定により、平成 

２８年３月３日に実施した財政援助団体等監査の結果に基づき措置を講じた旨、市

長及び教育委員会から通知があったので、当該通知に係る事項を次のとおり公表す

る。 

 

  平成２８年４月２７日 

 

 

相模原市監査委員 八 木 智 明    

 

 

同        坪 井 廣 行    

 

 

同        米 山 定 克    

 

 

同        小野沢 耕 一    

      



１ 監査の対象団体及び所管部局 

  公益財団法人相模原市まち・みどり公社(以下「まち・みどり公社」という。)

並びに総務局総務部総務法制課、市民局市民協働推進課、健康福祉局保険高齢部

高齢者支援課、環境経済局経済部商業観光課、同局環境共生部水みどり環境課、

公園課、津久井地域環境課及び教育局生涯学習部スポーツ課 

２ 監査を実施した日 

平成２８年３月３日 

３ 措置に係る通知日 

（１）市長から通知があった日 平成２８年４月２１日 

（２）教育委員会から通知があった日 平成２８年４月２１日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容(市長) 

 

 

 

 

 

 

ア まち・みどり公社が行った市からの

出資に係る出納その他の事務について

調査したところ、「公益法人会計基準

の運用指針」(平成２０年４月内閣府

公益認定等委員会)では、返済期限が

貸借対照表日後１年以内の借入金は短

期借入金として流動負債に計上するこ

とが示されているが、まち・みどり公

社の平成２７年３月３１日付け貸借対

照表において、返済期限が貸借対照表

日後１年以内の借入金を長期借入金と

して固定負債に計上していた。 

また、平成２６年度決算において財

平成２７年８月６日から平成２８年

３月３日にかけて実施された財政援助

団体等監査の結果、指摘事項とされた

各項目につきましては、次のとおり改

善措置を講じました。 

 

まち・みどり公社が行った市からの

出資に係る出納その他の事務における

指摘事項につきましては、まち・みど

り公社に対して指導を行い、まち・み

どり公社が次のとおり改善措置を講じ

ました。 

平成２７年３月３１日付け貸借対照

表において、返済期限が貸借対照表日

後１年以内の借入金を長期借入金とし

て固定負債に計上していたことにつき

ましては、公益法人会計基準の運用指

針では、長期借入金とは返済期限が貸

借対照表日(３月３１日)後１年超の借



務諸表に対する注記では固定資産の減

価償却方法として定率法を採用してい

る旨が記載されていたが、減価償却計

算書では建物附属設備の一部について

定額法により算定していた。 

 

公益財団法人における財務諸表は、

資産、負債及び正味財産の状態並びに

正味財産増減の状況に関する真実な内

容を明瞭に表示するものとされている

が、まち・みどり公社の財務諸表が適

正に作成されていなかったことは遺憾

と言わざるを得ない。 

今回、このような不適切な会計処理

により財務諸表を作成したことを深く

反省し、担当職員及び管理監督者は、

まち・みどり公社の財政状態や事業成

績を明らかにするために適正に財務諸

表を作成することが必要であるという

ことの重要性を再認識し、こうしたこ

とが二度と行われることがないよう、

「公益法人会計基準」(平成２０年４

月内閣府公益認定等委員会)及び同基

準の運用指針に基づき適正に事務を執

行されたい。 

 

入金と定義されていますが、公社で

は、長期借入金とは、貸借対照表日を

起算とするのではなく、単純に返済期

限が１年を超える借入金であると誤っ

た解釈をしていたため、当該借入金を

事業開始当初に長期借入金として計上

しました(最初の借入期間は平成１１

年１０月５日から平成１２年１０月５

日まで)。その後も同じ内容の借入れ

であることから、借入期間の日数を確

認せず、長期借入金として会計処理を

していました。 

このことにつきましては、会計責任

者である事務局長の決裁を経て、平成

２８年１月に帳簿上、長期借入金を短

期借入金に改めました。 

また、平成２６年度決算において財

務諸表に対する注記では固定資産の減

価償却方法として定率法を採用してい

る旨記載していたにもかかわらず、減

価償却計算書では建物附属設備の一部

について定額法により算定していたこ

とにつきましては、建物附属設備につ

いて、取得当時「建物」として資産計

上したため、定額法により減価償却を

開始し、その後、公認会計士から、従

前「建物」として資産計上していたも

のを「建物」と「建物附属設備」に分

割して資産計上することが適正である

と指導を受けたため、平成２０年度か

ら分割して資産計上しましたが、本来



この時点で、「建物附属設備」を定率

法で償却しなければならないところ、

管理監督者をはじめとする職員の確認

が不十分であったため、定額法で償却

し現在に至ってしまいました。 

このことにつきましては、「平成 

２７年度財務諸表」から当該建物附属

設備の減価償却については、財務諸表

に対する注記の記載のとおり、決算整

理時に償却方法を定額法から定率法に

変更します。 

財務諸表は、資産、負債及び正味財

産の状態並びに正味財産増減の状況に

関する真実な内容を明瞭に表示し、法

人の財務状況を明らかにするものであ

り、その重要性については、深く認識

しております。 

事務を担当する総務課長及び事務担

当者には、平成２７年度の決算事務に

当たり、財務諸表の重要性を再認識す

るよう事務局長から３月２５日に訓示

しました。また、財務事務の担当者

は、前任からの引継ぎや前例踏襲だけ

で事務処理することなく、必ず公益法

人会計基準及び同基準の運用指針を確

認することとし、財務事務に携わる職

員の資質向上や意識改革のため、公益

法人会計基準に関する研修等に積極的

に参加し、参加した職員自ら、財務事

務に携わる他の職員へ職場内研修を行

うこととします。 



今後は、職員の意識改革と適正な事

務執行について上記のような取組を継

続していくことにより、同様のミスが

生じることのないよう、公益法人会計

基準及び同基準の運用指針に基づき適

正な事務執行の徹底に万全を期してま

いります。(総務法制課) 

 

ウ まち・みどり公社が行った指定管理

業務に係る出納その他の事務について

調査したところ、指定管理者制度導入

施設の管理に関する協定書（以下「協

定書」という。）では、「指定管理者

は、管理業務を第三者へ委託してはな

らない」とした上で、例外的に専門的

知識又は経験を必要とし、かつ、指定

管理者が自ら行うことが困難な一部の

管理業務に限って、あらかじめ書面に

より市の承認を得て第三者に委託する

ことができる旨が規定されているにも

かかわらず、平成２６年度の各施設の

管理に関する委託業務において、相模

原市立市民健康文化センターでは周辺

樹木剪定業務ほか９件、またその他 

１５施設では３２件、合わせて１６施

設の４２件について、管理業務の一部

を第三者へ委託することに関して事前

に市の承認を受けたことが確認できな

かった。 

指定管理者制度導入施設の管理に当

たっては、例外的に管理業務の一部を

協定書で義務付けられた市の事前承

認を得ないまま第三者に一部の管理業

務を委託していた事例につきまして

は、まち・みどり公社へ事前手続きの

徹底について文書により指導を行な

い、まち・みどり公社が次のとおり改

善措置を講じました。 

 

市の事前承認を得ないまま一部の管

理業務を第三者に委託していたことに

つきましては、責任の所在は管理監督

者をはじめ、事務に携わった担当職員

にあり、管理監督者及び担当職員の当

該事務に対する認識不足から処理の誤

りが生じたことに加えて、ご指摘の対

象となった施設数及び契約数も多いこ

とから、組織全体の問題として重く受

け止めております。 

今回のご指摘を踏まえ、平成２８年

３月２日に、公社の事務局長から当該

事務に係る担当職員及び管理監督者に

対し、事務の適正な執行及び公社職員

としての自覚を再認識するよう訓示を



第三者へ委託することができるとされ

ているが、その場合でも市は施設の設

置者としての管理責任を有しており、

指定管理者と十分な連携のもと常に利

用者の安全性の確保など適切な管理を

行う必要があることから、あらかじめ

市の承認を得ることを指定管理者に義

務付けている。 

協定書で義務付けられた市の事前の

承認を得ないまま第三者に一部の管理

業務が委託されていたことは、委託業

務に起因する事故等が発生した場合の

対応等施設管理上の責任の所在が不明

確なまま管理業務が行われることとな

り、遺憾と言わざるを得ない。 

今回このような不適切な管理業務が

なされていたことの責任の所在を明ら

かにするとともに、まち・みどり公社

の組織全体としての運営上の問題とし

て認識し、事務処理方法及び確認体制

を見直すなど再発防止に取り組まれた

い。 

また、指定管理業務に係る事務の執

行に当たっては、担当職員及び管理監

督者は協定書の内容を十分に確認する

とともに、市への適時かつ適切な報告

を行うなど適正な管理事務を執行され

たい。 

行いました。併せて事務担当職員全員

を対象とした研修を実施し、協定書の

各条項を確実に認識させるとともに、

協定書遵守の重要性について理解の浸

透を図りました。 

ご指摘のありました、平成２６年度

に市の事前承認を得ないまま第三者に

委託した契約につきましては、市の各

所管課に対し、書面により平成２８年

１月中に報告を行いました。また、平

成２７年度につきましても、当該事務

を確認し、市の事前承認がないまま第

三者に委託していた契約につきまして

は、同年２月中に書面で報告いたしま

した。 

具体的な再発防止策といたしまして

は、平成２８年度から、各施設におき

まして第三者委託に係る業務執行伺を

起案する際に、当該第三者委託に係る

市の承認文書を添付して回議し、公社

の事務局が業務執行伺及び市の承認文

書を照合して、当該第三者委託が市の

事前承認を受けていることを複数職員

で確認する事務処理方法とし、組織全

体として確実なチェックを行うべく、

確認体制を改めました。 

なお、協定書の規定に基づき市に毎

月提出している報告書に、当該第三者

委託の実施状況及び市の事前承認日等

を記載することとし、２月分の報告書

から実施しております。 



また、今後も継続して再発防止を図

るため、人事異動等に伴う担当職員の

変更の都度、協定事項の遵守徹底を目

的とした職場研修を行うこととし、公

社の研修計画に追加いたしました。 

平成２８年４月に人事異動のあった

施設については、協定事項の遵守を目

的とした職場研修を実施いたしまし

た。 

今後につきましては、管理監督者を

含む職員全員の意識改革と適正な事務

執行に向けた不断の取組を継続すると

ともに、組織として公社事務局のチェ

ック機能の強化を図り、適正な事務の

執行に努めてまいります。(市民協働

推進課、高齢者支援課、公園課、津久

井地域環境課) 

 

エ まち・みどり公社が行った指定管理

業務に係る出納その他の事務について

調査したところ、相模原市立北市民健

康文化センターでは自家用電気工作物

保安業務委託ほか９件、またその他 

１６施設では３７件、合わせて１７施

設の４７件の契約において、契約書又

は仕様書中、暴力団排除に係る発注者

の解除権を規定した条項における引用

した条番号の誤り及び条番号の重複が

多数見られた。また、他にも契約当事

者の呼称などの記載誤りが散見され

た。 

契約事務の執行において、契約書又

は仕様書中に記載誤りが散見された事

例につきましては、まち・みどり公社

へ、契約締結時において契約内容の確

認の徹底を指示し、まち・みどり公社

が次のとおり改善措置を講じました。 

 

条番号の記載誤り、条番号の重複及

び契約当事者の呼称などの記載誤りに

つきましては、責任の所在は管理監督

者をはじめ、事務に携わった担当職員

にあり、管理監督者及び担当職員の当

該事務に対する認識不足から処理の誤



 

これらのことは、まち・みどり公社

において、十分な確認を行わないまま

契約事務が執行されており、組織とし

てのチェック体制が機能していないこ

とを示していると言わざるを得ない。 

このような不適切な契約事務が行な

われていた責任の所在を明らかにする

とともに、各施設において行われてい

る契約書作成事務について、適正なチ

ェック機能が働くよう、まち・みどり

公社全体の組織としての仕組みを構築

されたい。 

さらに、契約事務の執行に当たって

は、担当職員及び管理監督者はその事

務の重要性を十分に認識し、契約書約

款をはじめとする関係書類の記載内容

を精査・確認し、適正に事務を執行さ

れたい。 

りが生じたことに加えて、ご指摘の対

象となった施設数及び契約数も多いこ

とから、組織全体の問題として、今回

の監査結果を重く受け止めておりま

す。 

市監査委員事務局による準備調査の

指摘を受けまして、平成２８年１月 

２５日に公社の事務局長から本件事務

に係る管理監督者及び担当職員に対

し、委託契約書等の確認を指示し、同

年３月３日までに必要な修正を行いま

した。 

また、平成２８年３月２日に公社の

事務局長から当該事務に係る管理監督

者及び担当職員に対し、契約事務の適

正な執行について訓示を行うととも

に、併せて事務担当職員全員を対象と

した研修を実施し、契約事務の重要

性、遵守すべき事項、契約締結時の注

意事項等について再認識させました。 

なお、今回の誤りの原因である契約

締結時の内容確認の徹底に焦点を当

て、組織としての取組として、基本事

項をまとめたチェック表を新たに作成

し、平成２８年度から、各施設におき

まして、契約内容の確認を徹底するこ

とといたしました。 

また、公社の事務局におきまして

も、チェック表を活用しながら、複数

職員で契約内容を確認する体制といた

しました。 



さらに平成２８年４月には、今回の

ご指摘を踏まえ、財務事務に携わる職

員を対象として、契約事務を適正に処

理する知識の習得と事務処理能力の向

上を目的に研修を実施いたしました。 

今後につきましても、公社の事務局

が契約事務の確認体制の中枢を担い、

適正な事務の執行に努めてまいりま

す。(市民協働推進課、高齢者支援

課、公園課、津久井地域環境課) 

 

オ 市民協働推進課が行った相模原市立

市民健康文化センター及び相模原市立

北市民健康文化センターの指定管理者

に対する財務に関する事務について調

査したところ、次のような不適正な事

例が見られた。 

 

（ア）相模原市立市民健康文化センター

管理業務に係る指定管理料(修繕費

を除く)の平成２６年度第３回分及

び第４回分並びに相模原市立北市民

健康文化センター管理業務に係る指

定管理料(修繕費を除く)の平成２６

年度第３回分及び平成２７年度第１

回分に係る支出命令について、相模

原市事務専決規程(平成１９年相模

原市訓令第８号。以下「事務専決規

程」という。)では、その支出命令

額が部長の専決事項に該当する金額

とされているにもかかわらず、総括

今回、ご指摘がございました支出命

令書における決裁区分の誤りにつきま

しては、いずれも同一職員が処理した

ものでございます。 

不適切な事務処理に至った原因につ

きましては、市民協働推進課におい

て、諸規程に基づき適切に事務を執行

するという意識や、職責に対する認識

が欠如しており、担当職員に対する指

導も不足していたことから生じたもの

であり、非常に深く反省しておりま

す。 

平成２６年度の市民健康文化センタ

ー及び北市民健康文化センターの第２

回分の指定管理料の支出命令は、いず

れも当該担当職員が６月に起票してお

り、事務専決規程に基づく正しい決裁

区分で決裁し支出しておりましたが、

事務専決規程に基づく決裁区分を正し

く理解していた訳ではなく、前例に倣



副主幹が決裁し支出していた。 

（イ）相模原市立北市民健康文化センタ

ー管理業務に係る指定管理料(修繕

費を除く）の平成２６年度第４回分

に係る支出命令について、事務専決

規程では、その支出命令額が課長等

の専決事項に該当する金額とされて

いるにもかかわらず、総括副主幹が

決裁し支出していた。 

 

事務専決規程は、決裁責任の所在を

明確にし行政の能率的な運営を図るこ

とを目的に、市長の権限の属する事務

について、決裁責任者があらかじめ認

められた範囲内で常時市長に代わって

最終的に意思決定を行うこと、その意

思決定は市長の決裁と同一の効力を有

する旨を明文化したものである。事務

の種類、専決事項については、その範

囲が明確に規定されているにもかかわ

らず、公金を支出する際の意思決定に

おいて、事務専決規程に基づかない決

裁処理が行われていたことは、根拠の

ないまま公金が支出されていたことと

なり大変遺憾である。 

こうしたことは、公金の支出事務に

おいて十分な確認を行わないまま執行

されていることが根本的な原因であ

り、市民協働推進課において適切に事

務を処理するという意識や、職責に対

する認識が欠如していると言わざるを

って起票し、結果的に決裁区分に誤り

がなく処理されていたものです。 

その後、両施設の第３回分を同年 

１０月に、第４回分は翌年１月に、ま

た、北市民健康文化センターの平成 

２７年度の第１回分を平成２７年４月

に、いずれも当該担当職員が起票して

おりますが、事務専決規程に基づく事

務処理の意識が低かったことや、同時

期に複数の支払事務が重なり、本件以

外の決裁区分が全て「担当課長等」の

決裁であったため、支出命令の決裁責

任者は「担当課長等」が通例であると

思い込み、自動表示される決裁区分欄

を手入力で恣意的に「担当課長等」に

変更したことであると確認しておりま

す。 

また、支出命令の承認者及び決裁者

におきましても、事務専決規程に基づ

き適正に事務を執行するという意識が

欠如しており、不適切な事務処理を発

見することができなかったことや職責

を果たすことの意識も不足していたこ

とに加え、当該職員に対する指導も不

十分であったためであり、このことに

ついては、深く反省しているものでご

ざいます。 

  

今回の不適切な事務処理の原因は、

担当者の単なる事務処理ミスではな

く、恣意的に行ったことであり、責任



得ないものである。 

財務会計システムは、支出する金額

について事務専決規程で定められた決

裁責任者が決裁区分欄に自動的に表示

されるシステムとなっているにもかか

わらず、表示された決裁責任者を恣意

的に変更し支出したことは、あっては

ならない問題となる行為であり、特に

このことは財務会計システムの信頼性

を著しく損ないかねないものである。 

今回このような事態に至った責任の

所在を明らかにするとともに、適正性

を欠いた公金の支出を行ったことを深

く反省し、財務事務の執行に当たって

は、担当職員及び管理監督者はその事

務の重要性を再認識し、不適正な財務

事務が二度と行われることがないよ

う、早急に事務処理方法及び確認体制

を見直すなど再発防止に取り組み、財

務事務の執行に係る諸規程を遵守し適

正に事務を執行されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の所在は、管理監督者である課長をは

じめ業務を担任している職員にあり、

財務会計システムの決裁区分欄に事務

専決規程で定められた決裁責任者が自

動的に表示されるにもかかわらず、恣

意的に変更し支出したことは、システ

ムの信頼性を著しく損ないかねないも

のであったことを極めて重く受け止め

ております。 

再発防止のため、担当課長及び総括

副主幹は決裁過程の中で、支出負担行

為時及び支出命令時に支出内容、支払

時期、最終決裁者などを記録すること

によって、進行管理を含め、適正な執

行が行われているかどうかを確認する

ことといたしました。 

 

今回の不適切な事例は、市民協働推

進課全体で財務事務の重要性について

の認識が不足していたことに起因する

ものであるため、平成２８年１月２６

日に課長が所属内の職員全員に対し

て、事務専決規程に基づく公金の適正

な執行について、職員全員が十分に意

識し、決裁を行う前に決裁内容に誤り

がないか再度確認するよう口頭訓示を

行い、３月１８日には、市民協働推進

課において課内会議を開催し、職員一

人一人が責任意識を持ち、正確な事務

執行をすることについて確認をいたし

ました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、２月２３日の市民局内会議に

おきまして、市民局次長が今回の市民

協働推進課の不適切な財務事務の内容

を例に挙げ、事務専決規程に基づく公

金の適正な執行及び常に根拠となる法

令等を確認し、十分に理解して、正し

く適用するというコンプライアンス意

識を再認識するよう各所属長に対し口

頭訓示を行いました。 

こうした事態が再度発生しないよう

４月１１日には、新規採用職員及び新

たに着任した職員を対象に、今回の不

適切な事務内容を例に挙げ、適正な事

務執行に向けて意識を高め取り組んで

いくことについて確認しました。 

今後につきましても、人事異動の機

会には、諸規定に基づき適正な事務を

行うことや財務事務の重要性について

確認を行ってまいります。 

また、財務事務の執行に係る諸規定

を遵守し適正に事務を執行することや

根拠となる「契約規則」「会計規則」

「物品規則」「予算規則」を決裁前に

十分に確認することを徹底するため

に、課内において定期的に財務事務の

勉強会を実施し、適正な事務執行に取

り組んでまいります。 

今回のような不適切な事務処理が重

大な事故等に発展する危険性につい

て、全職員が再認識し市民局長を筆頭

に局内全体で適正な事務執行に取り組



 

 

カ 市民協働推進課所管の指定管理者制

度導入施設である相模原市立市民健康

文化センターにおける備品の管理状況

について調査したところ、相模原市立

市民健康文化センター管理業務仕様書

に添付されている「施設、附属備品等

一覧」に記載があるものの、その所在

が確認できないものが見られた。ま

た、備品整理票の貼付等が確認できな

いものが散見された。 

さらに、市民協働推進課において、

本来整備しておかなければならない備

品管理カードが整備されていないた

め、備品との照合ができなかった。 

 

備品の管理に当たっては、常に良好

な状態で使用できるよう適正な管理が

求められており、相模原市物品規則

（平成４年相模原市規則第１１号）で

は、備品管理カード、備品整理票等に

より管理することが規定されている

が、これに基づかない不適切な管理が

なされていたことは大変遺憾である。 

こうしたことは、市民協働推進課に

おいて、市有財産である備品を適正に

管理するという意識が欠如していると

ともに、真剣に取り組むという姿勢が

極めて不十分であることを正に示して

いると言わざるを得ない。 

んでまいります。 

 

市民健康文化センターにおける備品

管理の不適切な事例につきましては、

当該施設の大規模改修に伴う平成２３

年１０月のリニューアルオープンと併

せまして、劣化が進む備品の一斉更新

を行い複数備品の出入庫がありました

が、その整理が不十分であったことを

はじめ、平成２６年４月１日から新た

な指定期間とする市民健康文化センタ

ーの指定管理者を募集する際に要した

「施設・附属備品等一覧」を作成する

機会におきましても、市担当職員が備

品管理カードを基に現物との確認が不

十分であったことから発生したもので

す。 

  

ご指摘を受け、当該施設において備

品管理カードと備品の現物状況の照合

作業を行い、適合していないものは適

正に処理するなど、その作業を平成 

２８年２月２６日に終えました。 

これに伴い、指定管理者と締結した

管理に関する協定書に添付されている

「施設・附属備品等一覧」の修正が必

要であったことから、協定書の一部を

変更する協定の締結をプールの休業補

償や施設利用料金の改定と併せて、３

月２５日に行いました。 

今回の不適切な事務処理に至った責



市民協働推進課においては、今回こ

のような不適切な事務処理に至った責

任の所在を明らかにするとともに、早

急に備品管理カードを整備し備品と照

合されたい。また、備品の管理におい

て、二度と同様な不適切な事務処理が

行われることがないよう事務処理体制

を見直し、適正に事務を執行された

い。 

任の所在は、市有財産である備品を適

正に管理するという意識が欠如してい

た管理監督者である課長をはじめ業務

を担任している職員にあり、今回指摘

を受けた監査の結果を極めて重く受け

止めております。 

再発防止のため、２月２３日の市民

局内会議におきまして、市民局次長

が、市民局が所管する各施設の備品管

理状況について早急に確認し、遺漏な

く適正な管理に努めるよう各所属長に

対し口頭訓示を行いました。 

確認作業の結果、北市民健康文化セ

ンターにおいても不適切な事務処理を

確認し、当該施設において備品管理カ

ードと備品の現物状況の照合作業を行

い、適合していないものは適正に処理

するなど、その作業を３月１６日に終

えました。 

また、３月１８日には、市民協働推

進課において課内会議を開催し、課長

が、物品規則に基づく適正な管理を徹

底することについて口頭訓示を行い、

全職員が責任意識を持ち、市有財産を

管理する重要性について再認識いたし

ました。 

こうした事態が再度発生しないよ

う、４月１１日には、新規採用職員及

び新たに着任した職員を対象に、今回

の不適切な事務内容を例に挙げ、市有

財産を管理する重要性について意識を



高め取り組んでいくことについて確認

しました。 

今後につきましても、人事異動の機

会には、市有財産である備品の適正管

理について確認を行います。 

また、市は指定管理者と締結した管

理に関する協定書に基づき、適正な管

理に取り組んでいくために、指定管理

者におきまして、新たな備品の購入や

不用物品の処分が生じた場合は、事前

協議をする中で遺漏のないよう適正な

手続きを行うとともに、市におきまし

て、新たな備品の購入が生じた場合

は、速やかに指定管理者に連絡するこ

となどを明記した「事務処理要領」を

作成し、お互いに共有することにより

適正な事務処理を行ってまいります。 

さらに、指定管理者と連携し、施設

の長期休所日を利用して、備品管理カ

ードとすべての現物状況を照合するな

ど、定期的に確認することにより、更

なる適正管理に取り組んでまいりま

す。 

二度と同様な不適切な事務処理を行

うことがないよう市有財産を管理する

重要性について、職員全員が再認識

し、局内全体で適正な事務執行に取り

組んでまいります。 



 

監査の結果 措置の内容(教育委員会) 

 

 

 

 

 

 

イ まち・みどり公社が行った相模原市

立総合体育館の指定管理業務に係る出

納その他の事務について調査したとこ

ろ、平成２７年６月３日に受け付けた

専用利用承認申請のうち２件につい

て、相模原市立総合体育館条例施行規

則（昭和５６年相模原市教育委員会規

則第７号）に定める大体育室の部分利

用に係る受付期間の始期である利用日

前４月より前に受け付け、承認を行っ

ていた。 

また、他の１件については、中体育

室の午前の専用利用料金として、指定

管理者が教育委員会の承認を得て定め

た金額より５００円多く徴収してい

た。 

 

これらのことは、施設の受付窓口業

務において、利用者に対する利用承認

事務等における公平性や信頼性の確保

が、施設を管理するに当たっての基本

的事項であるという認識が不十分であ

ることを示しており、遺憾と言わざる

平成２７年８月６日から平成２８年

３月３日にかけて実施された財政援助

団体等監査の結果、指摘事項とされた

各項目につきましては、次のとおり改

善措置を講じました。 

 

本市では、まち・みどり公社が行っ

た、利用申請の受付及び利用承認並び

に利用料金の収受事務における不適切

な事例について、平成２７年１２月に

原因究明及び再発防止策を講じるよう

指示を行いました。 

そのことを受け、まち・みどり公社

におきましては、次のとおり対応いた

しました。 

まず、大体育室の部分利用に係る受

付期間の始期である利用日前４月より

前に受け付け、承認を行っていたこと

につきましては、担当者が同一利用団

体から同時に４件の申請受付をした際

に、４件中２件は市条例施行規則どお

り受付期間内であったため、他の２件

も受付期間内であると誤認して受け付

けてしまい、館長までの決裁処理の中

でも確認が漏れておりました。 

次に、中体育室の午前の専用利用料

金を５００円多く徴収していたことに

つきましては、担当者が午前の区分

(２，０００円)の利用料金を徴収しな



を得ない。 

今回このような不適切な利用承認事

務等がなされていたことの責任の所在

を明らかにするとともに、担当職員及

び管理監督者は、利用者に対する公平

性や信頼性を確保しなければならない

という認識を常に持ち、同様な不適切

な事務処理が二度と行われることがな

いよう、関連する諸規程の再確認を行

い、事務処理方法及び確認体制を見直

すなど再発防止に取り組み、適正に事

務を執行されたい。 

ければならないものを午後の区分

(２，５００円)の利用料金と誤って徴

収するとともに、館長までの決裁処理

の中でも確認が漏れておりました。 

利用された団体に対しては、平成 

２７年１２月１６日に金額を誤って徴

収したことを説明し、多く徴収した利

用料金を返金しました。 

市監査委員事務局による準備調査に

おける指摘を受け、１２月に予約簿、

申請書について改めて確認し、上記と

同様の誤りはなかったことを確認しま

した。 

今回の不適切な事務処理に至った責

任の所在は、管理監督者である総合体

育館長をはじめ、受付事務等に携わっ

た職員にあり、今回指摘を受けた監査

結果を極めて重く受け止めておりま

す。館長に対しては、平成２８年３月

２日に事務局長より再発防止に向けた

訓示を行い、体育館職員に対しては、

平成２８年３月３日に館長から指摘事

項を情報共有し職員の意識改革を促す

訓示を行いました。 

具体的な再発防止策としては、職員

個々の事務処理に対する意識改革と事

務処理能力の向上を図るために、人事

異動等に伴う担当職員の変更の都度、

職場研修を実施することとし、平成 

２８年度は危機管理意識の向上及び受

付事務のスキルアップ研修を４月４日



に実施しました。 

また、事務処理における再発防止策

については利用申請の受付から利用料

金の収受までの一連の事務手続きにつ

いて関連する諸規程に立ち返って確認

し、予約内容や利用料金など受付事務

において確認しなければならない具体

的な項目をまとめたチェックシートを

作成するとともに、決裁処理に当たっ

ては担当者や合議者が確認したチェッ

クシートを添付することとしました。 

さらに、受付期間の誤りを防止する

ため、予約受付簿についても見直し、

利用申請の受付が可能な期間であるこ

とを視覚的にも分かり易くするよう、

カラーのインデックスシートを綴じ込

むこととしました。 

なお、事務処理における再発防止策

については平成２７年１２月から実施

し、同じ根拠法令に基づき受付・事務

処理を行っている相模原市立北総合体

育館についても同時期から実施しまし

た。 

今後につきましては、受付窓口業務

における不適切な事務処理が利用者に

対する公平性や信頼性を損ねることに

繋がるとの認識を強く持ち、施設管理

の基本的事項であることを職員全員が

再認識した上で、館長を筆頭に適正な

事務執行に取り組んでまいります。

(スポーツ課) 



ウ まち・みどり公社が行った指定管理

業務に係る出納その他の事務について

調査したところ、指定管理者制度導入

施設の管理に関する協定書（以下「協

定書」という。）では、「指定管理者

は、管理業務を第三者へ委託してはな

らない」とした上で、例外的に専門的

知識又は経験を必要とし、かつ、指定

管理者が自ら行うことが困難な一部の

管理業務に限って、あらかじめ書面に

より市の承認を得て第三者に委託する

ことができる旨が規定されているにも

かかわらず、平成２６年度の各施設の

管理に関する委託業務において、相模

原市立市民健康文化センターでは周辺

樹木剪定業務ほか９件、またその他 

１５施設では３２件、合わせて１６施

設の４２件について、管理業務の一部

を第三者へ委託することに関して事前

に市の承認を受けたことが確認できな

かった。 

指定管理者制度導入施設の管理に当

たっては、例外的に管理業務の一部を

第三者へ委託することができるとされ

ているが、その場合でも市は施設の設

置者としての管理責任を有しており、

指定管理者と十分な連携のもと常に利

用者の安全性の確保など適切な管理を

行う必要があることから、あらかじめ

市の承認を得ることを指定管理者に義

務付けている。 

協定書で義務付けられた市の事前承

認を得ないまま第三者に一部の管理業

務を委託していた事例につきまして

は、まち・みどり公社へ事前手続きの

徹底について文書により指導を行な

い、まち・みどり公社が次のとおり改

善措置を講じました。 

 

市の事前承認を得ないまま一部の管

理業務を第三者に委託していたことに

つきましては、責任の所在は管理監督

者をはじめ、事務に携わった担当職員

にあり、管理監督者及び担当職員の当

該事務に対する認識不足から処理の誤

りが生じたことに加えて、ご指摘の対

象となった施設数及び契約数も多いこ

とから、組織全体の問題として重く受

け止めております。 

今回のご指摘を踏まえ、平成２８年

３月２日に、公社の事務局長から当該

事務に係る担当職員及び管理監督者に

対し、事務の適正な執行及び公社職員

としての自覚を再認識するよう訓示を

行いました。併せて事務担当職員全員

を対象とした研修を実施し、協定書の

各条項を確実に認識させるとともに、

協定書遵守の重要性について理解の浸

透を図りました。 

ご指摘のありました、平成２６年度

に市の事前承認を得ないまま第三者に

委託した契約につきましては、市の各



協定書で義務付けられた市の事前の

承認を得ないまま第三者に一部の管理

業務が委託されていたことは、委託業

務に起因する事故等が発生した場合の

対応等施設管理上の責任の所在が不明

確なまま管理業務が行われることとな

り、遺憾と言わざるを得ない。 

今回このような不適切な管理業務が

なされていたことの責任の所在を明ら

かにするとともに、まち・みどり公社

の組織全体としての運営上の問題とし

て認識し、事務処理方法及び確認体制

を見直すなど再発防止に取り組まれた

い。 

また、指定管理業務に係る事務の執

行に当たっては、担当職員及び管理監

督者は協定書の内容を十分に確認する

とともに、市への適時かつ適切な報告

を行うなど適正な管理事務を執行され

たい。 

所管課に対し、書面により平成２８年

１月中に報告を行いました。また、平

成２７年度につきましても、当該事務

を確認し、市の事前承認がないまま第

三者に委託していた契約につきまして

は、同年２月中に書面で報告いたしま

した。 

具体的な再発防止策といたしまして

は、平成２８年度から、各施設におき

まして第三者委託に係る業務執行伺を

起案する際に、当該第三者委託に係る

市の承認文書を添付して回議し、公社

の事務局が業務執行伺及び市の承認文

書を照合して、当該第三者委託が市の

事前承認を受けていることを複数職員

で確認する事務処理方法とし、組織全

体として確実なチェックを行うべく、

確認体制を改めました。 

なお、協定書の規定に基づき市に毎

月提出している報告書に、当該第三者

委託の実施状況及び市の事前承認日等

を記載することとし、２月分の報告書

から実施しております。 

また、今後も継続して再発防止を図

るため、人事異動等に伴う担当職員の

変更の都度、協定事項の遵守徹底を目

的とした職場研修を行うこととし、公

社の研修計画に追加いたしました。 

平成２８年４月に人事異動のあった

施設については、協定事項の遵守を目

的とした職場研修を実施いたしまし



た。 

今後につきましては、管理監督者を

含む職員全員の意識改革と適正な事務

執行に向けた不断の取組を継続すると

ともに、組織として公社事務局のチェ

ック機能の強化を図り、適正な事務の

執行に努めてまいります。(スポーツ

課) 

 

エ まち・みどり公社が行った指定管理

業務に係る出納その他の事務について

調査したところ、相模原市立北市民健

康文化センターでは自家用電気工作物

保安業務委託ほか９件、またその他 

１６施設では３７件、合わせて１７施

設の４７件の契約において、契約書又

は仕様書中、暴力団排除に係る発注者

の解除権を規定した条項における引用

した条番号の誤り及び条番号の重複が

多数見られた。また、他にも契約当事

者の呼称などの記載誤りが散見され

た。 

 

これらのことは、まち・みどり公社

において、十分な確認を行わないまま

契約事務が執行されており、組織とし

てのチェック体制が機能していないこ

とを示していると言わざるを得ない。 

このような不適切な契約事務が行な

われていた責任の所在を明らかにする

とともに、各施設において行われてい

契約事務の執行において、契約書又

は仕様書中に記載誤りが散見された事

例につきましては、まち・みどり公社

へ、契約締結時において契約内容の確

認の徹底を指示し、まち・みどり公社

が次のとおり改善措置を講じました。 

 

条番号の記載誤り、条番号の重複及

び契約当事者の呼称などの記載誤りに

つきましては、責任の所在は管理監督

者をはじめ、事務に携わった担当職員

にあり、管理監督者及び担当職員の当

該事務に対する認識不足から処理の誤

りが生じたことに加えて、ご指摘の対

象となった施設数及び契約数も多いこ

とから、組織全体の問題として、今回

の監査結果を重く受け止めておりま

す。 

市監査委員事務局による準備調査の

指摘を受けまして、平成２８年１月 

２５日に公社の事務局長から本件事務

に係る管理監督者及び担当職員に対



る契約書作成事務について、適正なチ

ェック機能が働くよう、まち・みどり

公社全体の組織としての仕組みを構築

されたい。 

さらに、契約事務の執行に当たって

は、担当職員及び管理監督者はその事

務の重要性を十分に認識し、契約書約

款をはじめとする関係書類の記載内容

を精査・確認し、適正に事務を執行さ

れたい。 

し、委託契約書等の確認を指示し、同

年３月３日までに必要な修正を行いま

した。 

また、平成２８年３月２日に公社の

事務局長から当該事務に係る管理監督

者及び担当職員に対し、契約事務の適

正な執行について訓示を行うととも

に、併せて事務担当職員全員を対象と

した研修を実施し、契約事務の重要

性、遵守すべき事項、契約締結時の注

意事項等について再認識させました。 

なお、今回の誤りの原因である契約

締結時の内容確認の徹底に焦点を当

て、組織としての取組として、基本事

項をまとめたチェック表を新たに作成

し、平成２８年度から、各施設におき

まして、契約内容の確認を徹底するこ

とといたしました。 

また、公社の事務局におきまして

も、チェック表を活用しながら、複数

職員で契約内容を確認する体制といた

しました。 

さらに平成２８年４月には、今回の

ご指摘を踏まえ、財務事務に携わる職

員を対象として、契約事務を適正に処

理する知識の習得と事務処理能力の向

上を目的に研修を実施いたしました。 

今後につきましても、公社の事務局

が契約事務の確認体制の中枢を担い、

適正な事務の執行に努めてまいりま

す。(スポーツ課) 



 


